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研究成果の概要（和文）：本研究では，津波防災・減災対策に資するため，津波移動床モデルおよび瓦礫輸送を
統合した新たな解析モデルを開発するとともに，現地規模を対象とした本解析モデルよる土砂・瓦礫の集積予測
から「インフラ網断絶リスクマップ」の提案を目的とした．まず，遡上津波による陸域での津波堆積物の形成お
よび円柱周りの局所洗掘現象を精度よく再現できる二次元（２Ｄ）解析モデルを開発した．次に，津波による地
形変化と瓦礫輸送を同時に解析できるモデルを開発し，数値実験から地形変化が瓦礫輸送に及ぼす影響を解明し
た．最後に，現地規模を対象とした解析を実施し，本モデルによる解析結果からリスクマップとして表現できる
可能性を示した．

研究成果の概要（英文）：The objectives of this study were to develop a new analytical model that 
integrates a tsunami movable bed model and debris transport, and to propose a “Infrastructure 
Network Disconnection Risk Map” based on the prediction of sediment and debris accumulation by this
 analytical model on a real-scale, in order to contribute to tsunami disaster prevention and 
mitigation measures. First, a two-dimensional analytical model was developed to accurately reproduce
 the formation of tsunami deposits on land and local scour around a cylinder caused by a tsunami 
run-up. Next, a model that can simultaneously analyze topographic change and debris transport due to
 tsunami was developed, and the effects of topographic change on debris transport were elucidated 
from numerical experiments. Finally, the analysis was performed for the real-scale, and the results 
of the analysis using this model showed the possibility of expressing the results as the risk map.

研究分野：河川工学，海岸工学

キーワード： 津波　地形変化　土砂輸送　瓦礫輸送　数値解析

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
従来，津波による土砂移動（地形変化）予測および瓦礫の輸送・集積予測はそれぞれ個別に研究が進められてき
た．本研究では，それらを同時に予測できる解析モデルの開発に成功し，さらには地形変化が瓦礫輸送に与える
影響を明らかにした．この点が本研究の学術的意義と考えている．また，津波の防災・減災対策では，津波本体
による人や物への直接的な被害に着目されてきたが，本研究で開発した解析モデルの利用により，津波による直
接的な被害だけでなく，土砂・瓦礫の堆積・集積によるインフラ網の断絶という間接的な被害予測が可能となる
道筋も示せた．この点が本研究の社会的意義と考えている．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

津波による被害では，津波本体による人や物への直接的な被害のみならず，土砂や瓦礫の輸
送・集積に伴う港湾施設の損壊や航路泊地の埋没，陸域での交通網の寸断など，救助活動および
復興・復旧活動の妨げとなる間接的な被害も発生する．したがって，津波に対する防災・減災対
策を講じる上では，襲来する津波規模等の予測のみならず，津波による土砂および瓦礫の移動に
伴うインフラ網の断絶リスクも事前に評価しておくことが極めて重要である． 

従来，津波による土砂輸送（地形変化）の予測に関して数多くの研究が行われてきた．特に，
平面２次元解析（２Ｄ）は広域の地形変化をある程度の精度で予測可能であり，既に実用レベル
にまで発展している．しかしながら，２Ｄでは局所的な当該現象の予測が難しく，そのような場
には３次元解析（３Ｄ）の適用が望ましいものの，広域を含めた３Ｄの適用には課題がある． 

一方，津波による瓦礫の移動予測についても精力的に研究が行われており，現地規模での瓦礫
輸送解析や津波火災の発生・延焼を含めた予測モデルも提案されている．しかしながら，現在ま
でに，土砂輸送（地形変化）と瓦礫移動の相互作用を考慮した解析モデルは提案されていない． 

以上のように，津波の防災・減災対策を講じる上では，土砂および瓦礫移動に伴うインフラ網
の断絶リスクを事前に評価しておくことが重要であるものの，広域の土砂・瓦礫移動を同時にか
つ高精度に予測できる解析モデルは提案されておらず，更に，解析結果を災害リスクとして定量
的かつ効果的に表示する手法も提示されていないのが現状である． 
 
２．研究の目的 

本研究では，津波災害の防災・減災対策に資するため，広域かつ高精度の土砂・瓦礫移動予測
を目指し，２Ｄ領域に３Ｄ領域を埋め込んだハイブリッド津波移動床モデルの開発，およびその
移動床モデルに瓦礫の発生・移動・集積予測を統合した新たな解析モデルを開発するとともに，
津波による地形変化が瓦礫の輸送・集積に及ぼす影響を数値実験により解明し，更に実地形を対
象としたシナリオ解析から「インフラ網断絶リスクマップ」を提案することを目的とした． 
 
３．研究の方法 

本研究では上記の研究目的を達成するため，以下の（１）から（４）について検討を進めた． 
（１）遡上津波による陸域での津波堆積物形成の予測精度向上 

津波移動床モデルの作成を進める上で，遡
上津波による海域（移動床）から陸域（固定床）
への土砂輸送・土砂堆積の再現性向上が課題
であった．そこで，移動床と固定床とが混在す
る場での土砂輸送を高精度に予測できる手法
として，従来河川分野で用いられてきた掃流
砂層モデル 1)を修正し，新たな掃流砂層モデル
を開発した．具体的には，固定床上の土砂量に
応じて非線形に流砂量を修正するとともに，
平衡掃流砂層厚も変化させる手法である． 

開発したモデルを図-1 に示す水路実験 2)に
適用した．移動床部に中央粒径 d = 0.25 mm の砂を敷詰め，ゲートを急開することで津波を発生
させている．流況が落ち着いた後，固定床部の水路中央縦断を対象に 0.2 m 四方枠を連結したサ
ンドキャッチャーにより堆積土砂を捕捉し，各枠内の土砂質量が測定されている． 
 
（２）２Ｄによる局所洗掘解析の予測精度向上 

２Ｄ-３Ｄハイブリッドモデルであっても
地形変化まで加えた際の計算負荷がネックと
なったため，新たな方向性として，２Ｄの枠組
みで局所洗掘現象を再現できる手法の導入を
試みた．具体的には，構造物周辺での水面勾配
および水深平均流れの流線の曲率を考慮して
底面せん断力を増加させる手法 3)である． 

開発したモデルを図-2 に示す円柱周りの局所洗掘現象に関する水路実験に適用した．実験で
は流量を 0.0165 m3/s の一定とし，移動床には平均粒径 d = 5.21 mm の礫を敷き詰めた．橋脚直径
Dを 0.06 m と 0.09 m の 2 種類，水路勾配 Iを 1/50，1/75，および 1/100 の 3 種類として，これら
を系統的に変化させた．フルード数は Fr = 0.92～1.21 の範囲であった．通水時間は，水路勾配 I 
= 1/50 および I = 1/75 の場合では 90 分，I = 1/100 では 120 分とした． 
 
（３）津波による地形変化が瓦礫の輸送・集積に及ぼす影響の解明 

津波の土砂輸送に伴う地形変化が瓦礫の輸送・集積状況に及ぼす影響を明らかにするため，両
者を考慮した数値解析モデルを開発するとともに，津波襲来時における港湾内および遡上域周
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図-2 円柱周りの局所洗掘現象に関する水路実験 



辺での当該現象を対象とした数値解析的検討
を行った．モデルでは瓦礫を粒子として捉え，
個別要素法を用いてその粒子の運動を追跡す
ることで瓦礫輸送を表現した．瓦礫の運動方
程式には，一般的に瓦礫に作用する外力とし
て考慮される種々の力に加え，津波波形の水
面勾配による重力の影響を付加した． 

開発したモデルを図-3 および図-4 の水理実
験にそれぞれ適用した．図-3 の実験 4)では，周
期 60 秒の半周期分，片振幅 0.06 m の津波条件
で，中央粒径 d = 0.08 mm の砂を用いた移動床
実験が行われた．瓦礫は港湾内に 670 個の木
片（7.5 cm 角，s = 0.6）を配置した．図-4 の実
験 5)では，長さ 135 m，幅 2 m，深さ 5 m の大
型水路が使用され，勾配 1/20 の斜面中央部に
直径 0.5 m の円柱を設置して孤立波を作用さ
せている．本研究では水深 2.45 m，波高 0.22 m
の条件を対象とした．また，瓦礫の初期配置と
して，504 個の木片（4.0 cm 角，s = 0.6）を沖
側，水際（水域），および水際（陸域）と変化
させて配置した． 
 
（４）現地規模への適用とリスクマップ化 

鳥取県東部に位置する浦富地区の田後港を対象に，本モデルの適用を試みた．図-5 に(a)計算
領域の全体図，および(b)瓦礫（船舶・車）配置図をそれぞれ示す．海底砂粒径は d = 0.20 mm と
し，対象津波は鳥取県沖の F55 断層（長さ 51 km，幅 15 km，断層深さ 15 km，想定地震規模 Mw 
7.30）による津波を想定した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (a) 計算領域 (b) 田後港湾内の初期瓦礫配置 

図-5 鳥取県浦富地区を対象とした F55 断層津波による土砂・瓦礫輸送解析 

 
４．研究成果 
（１）遡上津波による陸域での津波堆積物形成の予測精度向上 

図-6 は(a)平衡掃流砂層厚 Ese を変化させた
検討，および(b)流砂量の補正にかかる係数 γb
の非線形性を考慮した検討に関する結果をそ
れぞれ示している．横軸は図-1 に示されるゲ
ートからの距離であり，縦軸は各ポイント（区
間）での堆積土砂量である． 

(a)より，平衡掃流砂層厚 Eseが大きくなるほ
ど土砂の移動が抑えられ，α = 3 のとき堆積の
ピーク位置が概ね実験値を一致した．また(b)
より，流砂量の補正に係る係数 γb の非線形性
を βで表現した場合，βが小さくなるほど土砂
は流送され易くなり，β = 1/2 のとき解析値は
実験値と良好に一致した． 

以上のように，掃流砂層モデルの導入によ
り遡上津波に伴う陸域堆積物形成の状況を再
現可能であることが分かり，また各係数につ
いても，実験室レベルではあるが，その適正値
を見出すことができた． 

図-3 港湾模型を有する平面水槽実験 4) 

図-4 一様斜面上に円柱を有する水路実験 5) 
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図-6 津波堆積物形成に関する解析結果 



（２）２Ｄによる局所洗掘解析の予測精度向上 
図-7 は水路勾配 1/50 における(a)円柱直径 D = 0.06 m，(b)D = 0.09 m での最終洗掘孔形状の比

較を示している．左は実験結果，右は解析結果をそれぞれ示している．実験結果を見ると，円柱
下流域では水路中央に直線的な堆積域が形成され，円柱直径が大きいほどその堆積域も大きく
表れている様子が分かる．一方，解析ではその様な堆積域が十分再現できていない．しかしなが
ら，円柱周りにおける局所洗掘現象を２Ｄであるにも関わらず再現できていることが分かる．特
に，実験では円柱直径が大きいほどその洗掘孔および洗掘深も大きく表れているが，解析はその
状況を良好に再現できている． 

このように，２Ｄ-３Ｄハイブリッドによる地形変化モデルの作成は困難であったものの，２
Ｄのみでも十分に構造物周りの局所洗掘現象を再現できる解析モデルの開発に成功し，より実
用的なモデルとなった． 
 
 
 
 
 
 
 

(a) 円柱直径 D = 0.06 m，勾配 I = 1/50 
 
 
 
 
 
 

(b) 円柱直径 D = 0.09 m，勾配 I = 1/50 
図-7 最終洗掘孔形状の比較（左：実験結果，右：解析結果） 

 
 
（３）津波による地形変化が瓦礫の輸送・集積に及ぼす影響の解明 

津波による地形変化と瓦礫輸送を考慮した
数値解析モデルを開発した．開発した解析モ
デルについて，移動床への適用前に，固定床で
の瓦礫輸送実験に適用し，その妥当性を検証
した．その結果，固定床斜面における津波遡上
時の瓦礫輸送を概ね良好に再現できることを
確認し，次に進めた． 

移動床港湾内での瓦礫輸送を想定した検討
を行った．図-8 に計算結果による造波開始か
ら 0 s（左上），50 s 地形変化あり（右上），180 
s 地形変化あり（左下），および 180 s 地形変化
なし（右下）における地形変化量 dz と瓦礫の
輸送状況をそれぞれ示す．50 s 地形変化ありの
図より，瓦礫は引き波時に港内の循環流に乗
り，港外へと輸送されている．180 s 地形変化
ありでは，港内中央での土砂堆積，港口での局
所洗掘が確認できる．これを 180 s 地形変化な
しと比較すると，地形変化ありでは港内の瓦
礫残存数が少なく見える． 

表-1は地形変化の有無による 180 sでの港湾
内の瓦礫残存率を纏めたものである．瓦礫残
存率は地形変化の有無により大きく違いが表
れ，地形変化ありでは変化なしに比べて残存
率が約 15%も低くなった．これは，地形変化あ
りでは港内中央での土砂堆積により，循環流
外縁の流れが強化されたためと考えられる．
実際，図-8 の 50 s 地形変化ありに示している
Pt. A での水深平均流速は，地形変化なしに対して変化ありでは 10%程度も強化されていた． 

以上，瓦礫が接地しない条件の場合，地形変化により港湾内外縁の流れが強化された循環流が
瓦礫をより港外へと輸送し，港湾内の瓦礫残存率が低くなる可能性を示した．この結果は，実現
象において，細砂で海底が構成される港湾での瓦礫輸送予測に対し，地形変化考慮の必要性を示
唆した． 
 

図-8 津波による港湾内瓦礫輸送の様子（解析） 

1

-0.5

-1

1.5

0

0
-1

-3-4

0.5

-1

0

-0.5

-6
0.5

0.5

-2

-5

-20 0 20 40 60 80 100
-20

-10

0

10

20
1
0

-1
-2
-3
-4
-5
-6
-7
-8

x (cm)

y(
cm

)

dz(cm)

-0.5

00.5

-0.5

-1

-2

0

-0.5

-3
-0.5

-1
0.5

-1
-1

-4

-5

-20 0 20 40 60 80 100
-20

-10

0

10

20
1
0

-1
-2
-3
-4
-5
-6
-7
-8

x (cm)

y(
cm

)

dz(cm)
150 cm/s

1

0.5

0

-0.5

1.5

0.5

0

-1-2
-3

0.5

-0
.5

0

0

-20 0 20 40 60 80 100
-20

-10

0

10

20
1
0

-1
-2
-3
-4
-5
-6
-7
-8

x (cm)

y(
cm

)

dz(cm)

0

0

0
0.5

0.5

-1
-2

0.5

0

-3

-20 0 20 40 60 80 100
-20

-10

0

10

20
1
0

-1
-2
-3
-4
-5
-6
-7
-8

x (cm)

y(
cm

)

dz(cm)
150 cm/s

初期地形変化なし地形変化あり

670312216港湾内瓦礫個数（個）

46.632.2港湾内瓦礫残存率（%）

表-1 地形変化の有無による港湾内瓦礫の残存率 



また，図-9(a)および(b)のそれぞれにおいて，上から順に，瓦礫初期配置，10 s（地形変化あり），
30 s（地形変化あり），および 30 s（地形変化なし）における地形変化量 dzと瓦礫の輸送・集積
状況を示す．ここで，各図に示す 10 s 等の時刻は，津波の円柱到着時を 0 s として計測している． 

これらの図より，陸域での瓦礫残存率に対する地形変化の影響は，瓦礫の初期配置によっては
数%程度の差が表れる可能性があるものの，その影響は小さい．しかしながら，陸域奥部におけ
る瓦礫集積位置は，地形変化ありの方が変化なしよりも奥部となり，条件によっては更に奥部と
なる可能性がある．この結果は，実現象において細砂で構成される海浜域での瓦礫集積予測に対
し，地形変化考慮の必要性を示唆した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (a) 瓦礫を水域に配置 (b) 瓦礫を陸域に配置 

図-9 斜面上における瓦礫の輸送・集積状況（解析結果） 

 
（４）現地規模への適用とリスクマップ化 

図-10 は地形変化ありにおける津波襲来後の田後港周辺の地形変化と瓦礫位置を示している．
本研究では F55 断層の地震津波を対象に解析を行ったが，本津波は比較的規模が小さく，陸域
に大きく遡上するまでには至らなかった．しかしながら，表-2 に示されるように，田後港湾内の
瓦礫残存率を調べたところ，現地規模においても，地形変化ありでは残存率が低下することが分
かった．また，対象の津波規模が小さかったためにリスクマップとしての表現は困難であったも
のの，現地規模においても本解析モデルにより海域での地形変化および船舶等の瓦礫輸送状況
を表現することができた．すなわち，本解析モデルは十分現地に適用可能であり，いくつかの津
波シナリオに基づく解析から，リスクマップとして表現できる可能性を見出すことができた． 
 
 
 表-2 田後港湾内の瓦礫残存率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-10 津波襲来後の地形変化と瓦礫輸送状況 
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